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改革改善
の考え方

①問題
点

インターネットや、スマートフォン等の急速な普及、大人のモラル低下等、社会環境が大きく変化する中で、インター
ネットによる人権侵害が問題となっている。

②改革
提案

地域の課題を住民一人一人の課題として認識してもらい、その解決のために事業を行うことが、結果として人権教育に
つながっていく。人権擁護委員協議会と協力する中で、インターネットによる人権侵害に対応した取組を行っていく。

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

地域課題に即した取り組みを、学校、公民館、住民団体・市民グループが連携し取り組んでいる。今後も、地域課題、生活課
題と結びつけた取組みを支援していく。また「飯田市人権教育推進協議会」を開催し、人権教育に対する共通理解と情報共
有を図ることも必要である。

総事業費①+② 1,609 428 1,574 385

340 340

臨時職員所要時間

一般財源 243 278 208 260

人件費計（千円）② 1,216 1,216

正規職員所要時間

起債

その他

県支出金 150 150 150 125

事業費計（千円）① 393 428 358 385 （県）人権教育促進事業補助金（１／２）

国庫支出金

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

26
年
度
事
業
内
容

１　飯田市人権教育推進協議会
２　人権リーダー研修会の開催
３　地域課題に即した各公民館主催の人権教育事業

１　協議会
２　研修会
３　人権教育事業

１　１回
２　１回
３　34講座

事業内容 名称 活動指標

定性
目標

事
業
概
要

個人の尊厳が重んじられ、基本的人権が保障される民主的な社会を実現するために、あらゆる差別に気づき、その解消のために行動
することのできる人間を育てる教育を推進する。平成２２年２月に示された長野県人権政策推進基本方針を考慮し、地域課題に即して、
学校、公民館、住民団体・市民グループが連携して、次の事項を重点にした人権教育を推進する。
・多文化共生・交流事業（外国人に対する差別解消、多文化理解等の取り組み）
・男女共同参画推進のための事業
・同和教育推進のための事業
・その他の人権課題に対する取り組み（幼児虐待防止、子どもの人権、インターネットによる人権侵害の防止）

成果
指標

講座参加者数（延人数） 3100 3936 3100 3200

成果
指標

人権学習講座の講座数（講座） 21 34 21 21

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

向上させたい上位施
策の成果指標

日常生活の中で人権を尊重して行動している人の割合

飯田市の人口（人） 102446

意図（どういう状態
にするか）

人権について学ぶ機会を提供する
市民の人権意識を高めてもらう

目
的

対象（誰・何を） 市民

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

施策 25 共に歩む社会づくりの推進
基本計画上
の位置づけ

政策 2 地育力によるこころ豊かな人づくり

H27担当課等名 生涯学習・スポーツ課 H27係等名 地育力向上係 H26係等名 地育力向上係

平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 終了
事務事業名 人権教育推進事業

会計 一般会計
47 4

事業種別 政策

2 施策№ 25 事業№


